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長期不況と家計消費の動向

山田茂
（国土館大学）

日本経済は， 1991年前後のいわゆる「バブル

崩壊」以降長期にわたって不況が続いている。

本稿の目的は， 長期不況の大きな原因と考えら

れる家計消費の停滞の実態とその原因を探るこ

とである。以下では消費動向の規定要因，消費

動向の特徴点，世帯の意識と今後の消費動向の

順に考察する。

消費動向の規定要因

はじめに消費動向を規定する主要な要因と考

えられる収入 ・物価などの動向を概観する。

まず家計の収入の動向を， 世帯主が被傭者で

ある世帯と自営業者である世帯に分けてみてお

こう。世帯の収入総額は，就業者数と各人の収

入金額の動向によって変動する。

総務庁「労働力調査」によれば，被｛席者

（「労働力調査」の用語では「雇用者」）の総数

は1995年4,5月に前年同月比がマイナスを示

したが，その後は小幅の増加が続いている。

しかし， 「完全失業者」は1991年を底にして

増加が続いている。そのうち求職の理由が勤め

先や事業の都合であるものが1996年初めには

1991年の 2倍以上に達しており，深刻な状態で

ある。また家事や通学のかたわらではなく「主

にする仕事を希望する者」は，最少だった1990

年と比べて約8割増えている。特に家計の主た

る支持者の多くに相当するフルタイマーの雇用

は，依然として厳しい情勢が続いている I）。就

業者が継続的に増えているのは，低賃金の就業

者が多いサービス業 ・中小企業・パートなどの

区分である。

他方， 1996年までの各年次の賃金のベースア

ップは小幅なものにとどまっている。

さらに，時間外賃金の増加を通じて消費の高

まりに寄与すると考えられる所定外労働時間

（残業 ・休日出勤）は前年比での減少傾向が続

いていたが， 1995年からは小幅の増加に転じた

（労働省「毎月勤労統計調査」）。

このような状況であるので，賃金総額の増加

はあまり期待できない。

自営業者世帯も長期不況の影響を強〈受けて

おり， 自営業主 ・家族従業者の就業者数も減少

している。特に小売業では消費者の低価格指

向・大型店の攻勢2）のために小規模店の不振が

際だっている。

表 1は， 「全国消費実態調査」（後出）によ

る「パフソレ期」をはさむ1984年と1994年の世帯

の購入先比率（サービスを除〈）を対比したも

のである。一般小売店の減少が著しいのに対し

て，百貨店以外の各区分では大幅に増えている。

増加している区分への集中には，コンビニエン

スストアを除けば，購入側の低価格指向の作用

が推測される。

他方， 製造業では不況の一般的な影響のほか

に， 円高の影響が輸出不振 ・競合輸入品の増

加・親企業の海外移転などの形で現れている。

「労働力調査」 ・「商業センサス」 ・「事業

所センサス」の結果によれば，サービス業を除

〈大部分の業種では従業者数 ・店舗数 ・売上高

の減少傾向が続いており，営業を継続している

自営業も不振である場合が多いと考えられる。

このようにみてくると，今後も各階層ともに
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表 l 購入先別支出 I)

一般

小売店
スーパー

テーイスカウント

ストア

（全国消費実態調査・ 2人以上の世帯，単位：%）

ニエンス ｜ ｜生協｜通信｜
｜百貨店｜ ｜ ｜その他

ト ア I I J溝寅｜！仮売 l

1984年2) I 53. 1 I 27 .1 I I I 9. 8 I 4. 2 I ー I 5.8 

94年 I41. 6 I 29. 4 I 3. 6 I 1. 1 I 9. 7 I 5. 6 I 1. 5 I 7目6

1) 9～11月の「消費支出」のうちサービス料金を除〈。
2）デイスカウントストア ・コンビニエンスストア ・通信販売には独立のカテゴリーが設けられていないが、
規定では前二者は「スーパー」に、通信販売は「その他」に含められている。

収入の伸び悩みが続くことが予想きれる。

つぎに消費の動向に強い影響を与える小売段

階の物価動向をみてみよう。

この分野の基本的な指標は，総務庁統計局に

よって作成されている消費者物価指数である。

この指数については，税金 ・社会保険料などが

除外きれ，価格の調査対象が従来型の小売店舗

に偏っているなどの問題点が数多く指摘されて

いる。しかし，ここでは算出に利用きれている

商品・サービスの価格水準に関する限り最近は

やや高めであることだけを碓認し，立ち入らな

。
）
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図 1は， 「パフ。ル期」とそれ以降の「総合」

および「商品」 ・「サービス」別の消費者物価

指数の動向を示したものである。ここでは計算

上の価格である「持家の帰属家賃4）」を除外し

た上昇率を用いた。

「商品」・「サービス」とも「パフゃル期」には

かなりの上昇を示している。特に「商品」は値

上がりが大きかった。これには，約10分の lの

ウエイトを占める「生鮮食品」が異常気象のた

めに1990年・ 1991年に前年比で1割前後も上昇

したこともイ乍用している。しかし， 「商品」の

上昇幅は1992年以降小きくなり， 1994年以降は

対前年比がマイナスとなった。

これに対して「サービス」は，そのl隔は小き

くなっているものの，一貫して上昇し続けてい

る。

このような「商品」価格の下落に寄与したの

が，消費財の内外価格差5）と為替レートの円高

傾向による消費財輸入の増加である。通関統計

によれば，繊維製品などの「非耐久消費財」

乗用車などの「耐久消費財」ともに輸入額（円

表示）は1994年から前年比でl割～ 2割の増加

が続いている。食料などの「直接消費財」も

1994年には前年比でI割近く増加し， 1995年も

ほぼ同水準であった。このような消費財ー輸入は

国内で生産される競合消費財を代替するので，

景気回復の阻害要因という側面を持っている。

ただ＇1995年後半から為替レートは円安傾向に

反転しており，輸入物価の下落l隔も縮小してい

る。下落が続いていた圏内需要消費財の卸売物

価も， 1995年後半から横はい傾向になっている。

これらの動きを受けて輸入品が数多く含まれて

いるスーパーのプライベートブランド商品やデ

イスカウントストアの売上も， 1995年頃から勢

いがやや衰えている。

他方，価格の上昇傾向が続くサービスへの支

出は，後に述べるように世帯の支出の中で一貫

して比率を高めている（1995年には約4割に達

した）。サービスは生産性の上昇が容易ではな

く，輸入に切り替えることもできないので，価

格上昇要因が常に潜んでいる。したがって，全

体としての物価下落は今後はあまり期待できな

いといえよう。

2 消費動向の特徴点

（｜） 資料の性格

つぎに消費自体の動向に目を向けよう。まず

分析に利用する資料の性格を検討する。

この分野の基本的な統計資料は， ともに総務

庁統計局によって実施されている「家計調査」

( 2人以上の非農林漁業世帯，毎月）および

「全国消費実態調査」（ 2人以上の世帯および
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図｜ 消費者物価指数の推移（全国）
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単身世帯， 5年周期，最近は1994年秋に実施）

の結果である。 両者とも家計簿の記帳内容に基

づ、くものである。

一般に世帯を客体とする金銭に関わる統計調

査は協力が得にくい。特に家計簿記帳を主に担

当していた主婦の就業率の上昇とともに，記帳

の習慣が薄れている 6）。ふだんから記帳してい

なければ，負担感は重くなるので，協力は得に

くくなる。

「家計調査」は全国の約8000世・帯を客体とし，

その実地調査は都道府県が担当している。その

拒否率は継続的な上昇傾向を示しており， 1992

年には53.2%に達した7）。これに対して「全国

消費実態調査」の2人以上の世帯の場合，記帳

期間は 3カ月と短いものの， 「家計調査」の約

6倍もの世帯の実地調査を不’慣れな市町村が担

当している。単身世帯（ 2カ月記帳）の場合の

実地調査の困難度はさらに高いと考えられる。

また，基本的な指標である「消費｜生向（手取

り収入に対する生活費支出の比率）」の 2人以

上世帯の結果も「家計調査」とは異なった動き

1992 1993 1994 1995 

を示したことがある 8）。

他方， 「家計調査」の客体は「2人以上の非

農林漁業世帯」だけであるが，独自の消費パタ

ーンを持つ単身世帯が急速に増加しているとは

いえ，これは依然として圧倒的な多数を占める

タイプであるヘ

このような検討から以下では「家計調査」の

結果を主に用いて分析を進める。ここで上述の

ような実地調査の事情から生じる「家計調査」

結果の偏りに触れておこう。まず世帯属性別に

みると，専業主婦，大企業勤務者 ・公務員の世

帯の比率10）が実地調査が比較的容易な統計調

査と比べて多〈，また低所得の世帯の脱落も推

iMきれる。

また，同居する就業成人による収支の把握，

家計簿記帳者から渡された「こづかい」のうち

かなりの金額（「消費支出」の約 1割に相当）

の具体的使途がまったく不明であることなどの

問題がある。

さらに，記帳自体が支出の合理化効果を持つ

ので， 「家計調査」結果は一般の世帯よりも節
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表 2 「勤労者世帯」の名目収支の対前年比・ 構成比率

世帯全体の

費 目 実収入総額

世帯主の

定期収入

1989年 3.0 3.9 

90年 5.2 4.1 

91年 5.2 3.3 

92年 2.7 4.1 

93年 1. 2 2.1 

94年 0.6 1. 5 

95年 0.6 0.0 

（対実収入
(100.0) (65.5) 

総額比率ll)

1)1995年。

約指向が強い世帯の状況を色濃く反映している

と考えられる 11）。

なお， 「家計調査」ではサラリーマンを世帯

主とする世帯（「家計調査」の用語では「勤労

者世ー帯」） とこれに自営業世帯・無職世帯を合わ

せた「全世帯」では調査 ・集計内容が異なる。

収入と直接税・社会保険料などの支払い（「家計

調査」の用語では「非消費支出」）の結果が利

用できるのは前者についてだけである 12）。

(2）分析の視角

以下では支出に関する世帯の判断の実状をよ

り適切に把握するために，通常の分析とは多少

異なった視角から考察した。ここでそれらの点

について触れておきたい。

まず世帯の判断の実際のベースという点から

消費者物価指数の変動で調整した実質値よりも

名目値の動きに注目した。

ただ「パフ守ル崩壊」後の時期に関する限り消

費者物価指数の変動は比較的小さい（図 1）の

で，名目値と実質値との差は他の時期よりも小

さい。 1990年から5年間の「総合（持家の帰属

家賃を除く）」指数の上昇は6.4%である。

また，同じく世帯の判断の実際のベースとい

う点から税込みの収入額（「家計調査」の用語

では「実収入」）よりも手取り額である「可処

（家計調査，単位・%）

可処分所得 非消費支出
勤め先収入

世帯主の 世帝主の配偶

賞 与 者の収入（女）

3.3 5.3 3.8 1. 2 

8.4 7.8 4.5 9.1 

7.3 12.5 5.3 4.5 

0.6 2.9 2.1 6.1 

1. 0 1. 0 0.9 2.5 

5.3 -5.4 0.6 6.9 

3.0 11. 7 0.2 3.1 

(15. 9) (9.5) (84 .5) (15. 5) 

分所得（「実収入」から「非消費支出」を控除

した金額）」に重点をおいた。 「非消費支出」

の「実収入」に対する比率は，1983年以降

15～16%と高い水準（表2）にあるので，この

ような取り扱いをした。もちろん「実収入」は

預貯金の引出しなど見かけ上の収入を除外した

金額である。

なお，この時期に所得税 ・個人住民税の減税

が数回実施されたが，社会保険料の引き上げ＂ 13)

によってかなりヰ目J殺さ ~1-ている。

さらに，支出の構成については「食費」 「教

育費」などの通常の費目分類よりも価格動向が

対照的な「サービス」・「モノ」の分類による

ものに注目する。

(3) 基本的な消費動向

まず家計収支の基本的な動向を，表2によっ

てみておこう。

世帯全体の「実収入」は， 「パフ会ル期」には

前年比で5%前後伸びていたが， 1993年以降ほ

ほ、横ばい状態となっている。これに伴って「可

処分所得」も，減税が行われた1994年を除いて

はほ‘対応した動きとなっている。

収入の内訳で最も金額が多い「世帯主の定期

収入 （残業手当を含む）」は， 1993年以降増加

が年々鈍化している。これにはベアと所定外労
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表3 消費性向の推移・名目収支の対前年比
（家計調査，単位： %）

世帯区分 勤労者世智 全 世 帯

平均消費性向 可処分所得

1988年 75.7 4.8 
89年 75.1 3.8 
90年 75.3 4.5 

91年 74.5 5.3 
92年 74.5 2.1 
93年 74.3 0.9 
例年 73.4 0.6 
95年 72.5 0.2 

働時間の伸び悩みが作用している。

特に「パフソレ期」には前年比で7～ 8%も伸

びていた「世帯主の賞与」の落込みが大きい。

高額の耐久消費財購入に当てられることが多い

だけに影響は大きい。

また，金額がこれに次ぐ「世帯主の配偶者の

収入」も， 1990年一91年のピーク時前年比の8

～13%増からマイナスへと大きな変化をみせて

いたが， 1995年に大幅なプラスに転じた点が注

目される。

つぎに家計の支出面の動向を，表3によって

少し詳しくみてみよう。

一般生活費に相当する「消費支出（税 ・社会

保険料支払い，貯蓄 ・借金返済などを除く）」

は，ピーク時の1990年前後の前年比4～5%増か

ら横ばいに変わり，94年以降前年比がマイナス

となった。なお， 「家計調査」は上述のように

単身世帯などをカバーしていないが， 日用品が

多いスーパーの売上高の動きも「家計調査」と

ほぼ同様の傾向を示している。

「消費支出」の減少の結果， 「消費性向（「可

処分所得」に対する「消費支出」の比率）」も

1990年から5年間に2.8%低下し，1995年には

72.5%となった。この低下は年額で1世・帯当り

約16万円の支出減に相当する。

ここで「消費性向」の動きについて少しみて

おきたい。この比率は，すでに述べたように長

期間にわたって低下傾向にあるが， 「バブル

j肖 費 支 出

サービス サービス

3.8 5.0 3.6 4.5 
3.0 3.5 2.8 2.6 
4.8 6.5 3.9 5.1 
4.2 5.3 5.1 6.1 
2.1 5.8 2.0 5.4 
0.7 1. 4 0.5 1.2 

0.6 2.7 0.4 1. 7 
-1.0 0.6 1.4 0.8 

;!JJJ」には一時的に上昇を示した。一般にこの比

率の低下は，家計の黒字とそれを利用した貯蓄

預入れ ・負債返済の増加な8を意味するので，

将来への備えの指向とそれを可能にする家計の

余裕度の増大を反映したものと考えられる。

これに対して， 「パフボル期」には収入がかな

り伸びたために世帯の収入に対する見通しが楽

観的になった一方，住宅価格が急上昇したため

に取得 ・買い換えを見合わせた世帯が増えた結

果「消費性向」が上昇したと考えられる。

ところで， 「消費支出」の総額が減少する中

で「サービス」への支出は，伸びの鈍化から減

少というパターンは「商品」へのそれと共通で、

あるものの， 「商品」よりは減少傾向が弱い。

ここで「消費支出」の「サービス」・「商品」

別構成をみてみると， 「サービス」の構成比率

が年々高ま っており， 1990年からの5年間には

2.8%増えて39.8%に達した川。このほか「調

理食品」などの一種の「サービス込み商品」の

購入も増えている 1ヘ
また， 1995年の支出動向の特徴として特に注

目されるのは，婦人衣料の一部で購入単価の上

昇がみられ，耐久財への支出比率も90年に近い

水準まで回復したことである。このうち耐久財

は， 他の分野への波及効果が特に大きいので注

目される。

他方，通常の品目分類による名目額の動きを

みてみると， 費目による相違がかなり大きい。
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表4 年収階級別・年齢階級別平均消費性向および住宅ローンの増減
（家計調査，勤労者世帯，単位：%）

年収五分位階級 世帯主の年齢階級I)

25 30 35 40 45 50 55 60 
II III IV v ～ ～ ～ 一 一 一 ～ 

29 34 39 44 49 54 59 64 

1990年 83.4 77.8 76.6 72.8 71. 8 75.6 73.7 72.5 74.7 77.2 76.9 72.7 82.8 
1995年 80.6 75.7 73.2 71目9 67目6 72.2 69.0 68.5 72目4 76.6 73.4 69.1 80.2 
k合z" 2.8 2.1 3.4 。目9 4.2 3.4 4.7 4.0 2.3 0.6 3.5 3.6 2.6 

住宅ローン
1.2 0.6 1. 7 1. 6 -0.1 2.5 1. 2 1.1 1.1 0.3 0.9 1.4 1.1 

増 j成2)

1）最も少ない区分の世帯比率は，1990年では「25～29歳」の 5.1%, 1995年も同階級の 5.0%。
2）住宅ローンの対可処分所得比率の増減。

1990年と1995年について比較すると， 「食料」

「被服及び履物」が減少したのに対して， 「住

居」 「光熱・水道」 「交通・通信」 「保健医療」

では 1割以上増加している（「消費支出」全体

では0.8%減少）。このうち最大の「住居」の増

加 （44%）の大部分は公営住宅・給与住宅を中

心とする家賃値上げによるものであり，他の支

出への圧迫要因となっている。

(4) 「消費性向」の低下と固定的支出

表3においてみたように「パフソレ期」と比べ

て最近の「消費性向」の低下は著しい。表4に

はこのようなイ正下がどの階層に特に生じている

かをみるために1990年と1995年の「家計調査」

の結果を対比したlヘ「可処分所得」に対する
「住宅ローン返済額」の比率もイ弁記した。なお，

世帝主の年齢は世情全体のライフステージ（子

供の数・成長段階など）を概ね反映していると

考えられる。

「消費性向」の大きな低下は，年収階級では

第凹五分位（最下位からみて40～60%の世帯）

と第V五分位（最下位からみて80%以上の世

帯）において，世帯主の年齢層では40歳未満お

よび50代の世帯においてみられる。

他方， 「住宅ローン返済額」の比率の増加が

大きいのは，年収階級では第III五分位・第IV五

分位階級の世帯，年齢層では世帯主が20代後半

と50代後半の世帯である。

「消費性向」の低下には中所得層ではこのよ

うな住宅取得が，高所得層では後に触れる保有

株式 ・不動産の値下がりが作用していると考え

られる。

「住宅ローン返済額」の比率の増加は第IV五

分位階級の世帯を除いて， 「消費性向」の低下

よりも少なく，大部分の世帯は慎重な姿勢であ

るといえよう。特に子供の教育費の増加が見込

まれる世帯主が30代の世帯では，以前から「消

費性向」は低かったが， 1995年には 7害I]を切る

水準まで下がっている。

きて，家計においてあらかじめ決定されてい

る支出の比率が高けれは、，総支出額の増減の余

地は小さい。 「保健医療」 「光熱水道」 「食

料」などの費目へは，収入が少ない世帯でもあ

る程度は必ず支出しなければならない17）ことは，

良〈知られている。

他方，高収入の世帯の家計ではこれらの必需

的項目の比率は低いので，支出総額を増減でき

る余地が比較的大きいようにみえる。しかし，

「住宅ローン返済」のように，一旦支出が決定

されれば，かなり長期間にわたって継続的に支

出されるものがある。

表5は，そのような固定的支出が「可処分所

得」に対してどの程度あるかをみたものである。

ここでは固定的支出として「教育費」 「非消

費支出」 「住宅ローン返済」 「保険掛金」 「分

割払い購入借入返済」を取り上げた。

まず「教育費」は最近「可処分所得」の 4%

近くを占めており，その95%は授業料・補習教
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表5 「可処分所得」に対する固定的支出の比率
（家計調査，勤労者世帯，対可処分所得＝100) 

費目 実 支 出 実支出以外の支出I)

消費 支 出 非消費支出 住宅取得関連支出計 住宅ローン以外の固定的支出計

教育費
住宅ローン 財産 保険 分割払購入

年次 返 t斉 購入2) 掛金3) 借入返済

1990年 3.8 75.3 18.4 5.2 2.3 7.5 7.7 2.2 9.9 

91年 3.7 74.5 18.3 4.9 1. 9 6.8 7.9 2.0 9.9 

92年 3目9 74.5 19.0 4.8 1目8 6.3 8.4 1. 9 10.3 
93年 3.8 74.3 19.3 5目9 3.1 8.9 8.7 2.0 10. 7 

94年 3.9 73.4 17.9 6.5 4.8 11.2 8.7 2.0 10.7 

95年 3.8 72.5 18.4 6.1 4.4 10.6 9目2 1. 9 11.1 

1）「実支出以外の支出」には，ほかに「預貯金」「有価証券購入」などが含まれる。

2）固定的支出ではないが，参考のためここに掲げた。

3）掛け捨てを除く。

育費である。これらは一般に毎年4月以前に支

出が決まり， 1年以上継続する。この支出は世

帯主が40代から50代前半の世帯に集中しているロ

「非消費支出」は毎月決って天引きされ，す

でに述べたようにこれを「実収入」から控除し

た金額が「可処分所得」となる。最近は「可処

分所得」に対して18～ 19%に相当する大きな金

額である。

「住宅ローン返済」は， 1993年以降「可処分

所得」の6%前後を占めている。特に賞与支給

月には l害I］近くに達している。総務庁「貯蓄動

向調査18）」によれば，住宅・土地のための負債

総額は年間返済額の 9倍弱（1995年末）あり，

長期間固定した支出といえる。

「保険掛金（掛け捨てを除く）」は長期間の契

約に基づくものである。ここに取り上げ、た中で

は最も額が多く ，伸びも大きい。年収が第 I五

分位の世帯（最下位からみて20%の世帯）でさ

え「可処分所得」の 9%近くを支出している

(1995年）。

「分割払い購入借入返済」はいわゆる月賦の

支払いであり，これも少なくとも数カ月聞は継

続する。

「非消費支出」を除く以上の固定的支出を合

計すると， 「可処分所得」の2割以上に相当し，

1991年以来年々上昇してきている。またこの比

率は収入階層によって差があまりない。このほ

か「食料」などの必需的な支出もあるので，支

出の増減の余地はあまり大きくないといえよう。

上でみたように「住宅ローン返済」は額が多

く支払い期間も長いので，その世情の支出パタ

ーンに大きな影響を与えていると考えられる。

また， 1984年以降住宅ローン返済世帯は， 「勤

労者世帯」の30%前後を常に占めている。

そこで，住宅ローン返済世帯の家計収支の特

徴を把握するために， 「可処分所得」がほぼ同

水準にある世帯のそれと比較してみよう。表6

は，年収が第IV五分位の世帯（最下位からみて

60～80%の世帯， 1995年）と対比したものであ

る。支出に対する収入以外の主要な規定要因で

ある世帯構成 ・ライフステージも，両者は似通

っている。

「住宅ローン返済」は第IV五分位の世帯でも

月額で約4万円あるが，住宅ローン返済世帯だ

けを抽出すると約9.5万円にもなる。両者の

「消費性向」を比較すると，住宅ローン返済世

帯の方が約5%も低くなっている。 「住宅ロー

ン返済」が他の支出を圧迫していることは明ら

かである。

ただし， 「自動車関係費」だけは，住宅ロー

ン返済世帯の方が第IV五分位の世帯より約16%

も多く，新しい住宅の多くが公共交通機関が利

用しにくい郊外に所在するためではないかと推
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表6 住宅ローン返済世帯の収支（1995年）

世帯人員 有業人員 世帯主の
世帯区分 （人） （人） 年齢（歳）

住宅ローン返済世帯 3.79 1. 78 
第IV五分位階級 3.73 1. 75 

iftlJされる。

地価の低下傾向やローン金利の上昇などの抑

制要因が今後作用するにしても，非単身向けの

優良な公的賃貸住宅が不足しているので，長期

間のローンを組んでも住宅を取得しようとする

指向には根強いものがある。したがって，今後

も「住宅ローン返済」は，家計支出の大きな部

分を占めると考えられる。

(5) 貯蓄 ・負債の動向

つぎに消費とは表裏の関係にある貯蓄・負債

について簡単にみておこう。

まず貯蓄保有額の総額は「パフソレ期」には大

幅に増加していたが， 1993年以降ほぽ横ばいで

ある（「貯蓄動向調査」）。

ただこの調査の貯蓄保有額には，通常貯蓄と

は意識されない「生命保険」（総額の約 3

割） ・時価評価の株など「有価証券」（同約 1

害lj) も含まれており，また格差が非常に大きい。

1995年の「勤労者世帯」の場合，平均額が1261

万円であるのに対して中位数19）は836万円とな

っている。

内訳の特徴としては， 「通貨性預貯金」の比

率の大幅な増加と高所得層における「有価証

券」の減少が目だつ。また， 「生命保険」の増

加は全体の増加を1988年以降常に上回っている。

このような貯蓄の種類の聞のシフトは，世帯

側のどのような判断から生じたのであろうか。

「貯蓄種類の選択基準」についての調査結果m

をみてみよう。

最近の結果を「パフゃル期」と比べると， 「収

益性」指向が後退し， 「安全性」 「流動性」を

重視するものが増えている。これは表面化しつ

つあった金融機関の経営破綻などを反映したも

46.3 

47.3 

（家計調査，勤労者世帯， 単位．円，%）

可処分 住宅ローン 平均消費 ｜消費支出
所得 返済 性向

564,491 94,674 67.2 

543,997 40,370 71. 9 391,306 

のであろう。

また，今後増やす貯蓄の種類では，預け入れ

期聞が長期の「信託」が減少し短期の「預貯

金」が増加している。長期金利の短期金利に対

する優位が失われ，先行きの不透明感が増した

ためであろう。同様な安全指向を反映して「保

険」 「イ閏人年金」が増加している。

他方，負債の総額も増加傾向にある（「勤労

者世帯」では1991・92年だけは減少。 「貯蓄動

向調査」）。特に 「勤労者世帯」のうち土地・住

宅取得のための負債を保有する世帯の比率は，

「ノ〈フール期」の1990年の37.3%をピークに減少

していたが， 91年の33.2%を底に再度増加傾向

がみられる。これは，前項でみた傾向と対応し

ている。

最近では特に世帯主が若い世帯において土

地 ・住宅取得のための負債の増加が著しい。上

に述べたように最近の不動産価格の低下と低金

利が主な促進要因であろう。ただ，不動産価格

の低下は既取得層の買い換えの動きには抑制要

因として作用している。

3 世帯の意識の動向と今後の消費動向

本稿の最後に，意識調査の結果を利用して，

今後の消費動向について考えてみよう。

表7は，経済企画庁「消費動向調査21）」にお

いて 5つの点について今後半年聞の見通しを尋

ねた結果で、ある（プラスの増加は好転を意味す

る）。各項目とも1995年前半に一時悪化したも

のの， 1995年後半には再度好転している。世帯

の意識は全体として消費に対して前向きになっ

ているといえる。

向調査では 8項目の支出の今後3カ月間の増

減予定についても質問している。 1995年後半に
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表 7 今後半年間の見通し
（消費動向調査，対前期比，単位 %） 

暮ら 収入 物価の Jfl誌の安定、 耐久消

し向 の増 上がり 見つけ易 費財の

調査時期 き え方 方 さ 買い時

1994年 9月 2.0 1. 7 2.9 4.7 2.7 

12月 2.2 1. 2 2.7 3.1 2.2 

1995年 3月 1. 4 1. 2 0.4 3目3 1. 4 

6月 3.0 2.0 1. 9 8.0 3.3 

9月 0.1 0.2 1. 8 0.7 0.3 

12月 2.0 1.1 1.1 5.2 3.0 

は「補習教育」 「けいこ事等の月謝類」 「スポ

ーツ活動費」 「コンサート入場料」では「増

加」が「減少」を上回っている。これに対して

「高額ファッション」 「遊園地等の娯楽費」

「レストラン等の外食費」 「家事代行サービ

ス」では逆になっている。

これらの項目のうち「高額ファッション」

「コンサート入場料」 「遊園地等の娯楽費」

「レストラン等の外食費」では「バフゃル期」直

後の1992年前後に支出の「増加」を「減少」が

上回るようになった。その後は，ほぽ同様の回

答傾向が続いている。

「増加」が「減少」を上回っている項目は，

進学指向 ・健康指向などを反映したものであり，

支出額全体が増やせなくなった状況のもとで厳

しい選択が干子われているといえよう。

ところで，高齢化社会の到来が頻繁に報道さ

れる中で老後の生活への不安が高まっている。

表8は， 「貯蓄と消費に関する世論調査」

（前出）によって，世帯主の年齢が60歳未満の

世帯について「老後の生活に関する意識」の最

近の変化をみたものである。

「心配である」の合計が4年間で約8%増加し

ているように，全体として不安感が強まってい

る。このほか低金利や1995年 1月の阪神大震災

の影響などもあり，きまぎまな事態に対して自

分自身で手厚く備えねばならないという意識が

広がっているといえよう。

また，同調査における「今後1年間に消費支

出を減らす予定」という回答は， 1995年には

表 8 老後の生活に関する意識l)

(J貯蓄と消費に関する世論調査，単位 %） 

一心配していない ｜，心配である

調査時期はったけ合計｜合計日記2
1992年 I 3.2 I 33目6 I 63.7 I 14.8 
93年 I 2. 7 I 35. 6 I 62. o I 15 .1 
例年｜ 1. 7 I 28. 2 I 69. 9 I 20. 3 
95年 I 2.0 I 27.2 I 71.6 I 18.6 

1）世帝主が60歳未満の世帯の回答。

「ノ〈フ、、ル期」の1991年と比べて1割近く増えて

いる問。

これらの点からも，消費に対する選択は今後

も慎重に行われると考えられる。

おわりに

支出に対する世帯の判断のベースである収入

額の水準は，すでに述べたように企業側の種々

の人件費削減策などのために急速に回復すると

は考えにくい。また，将来に対する不安の広が

りとライフステージの進行に伴って必要となる

支出の増加は，支出の固定化と新規の支出に対

する慎重な選択をもたらす。他の支出への圧迫

要因である住宅取得を促進する低金利もかなり

の期間継続することが予想される。

さらに， 1997年4月には消費税率のBlき上げ

も予定されている。

以上のことから消費全般の大幅な回復の可能

性は当面小さいのではないだろうか23)

1 ) 1996年1月の「完全失業者」は，単身世帯では31
万人（最も少なかった1991年の1.5倍），非単身世帯
の世帯主では68万人（同1.8倍）に達している。
2) 経済企画庁が1994年・ 1995年に実施した6品目に
関する調査によれば，スーパー・ディスカウントスト
アにおける実際の小売価格と小規模店の小売価格に近
いと考えられるメーカー希望小売価格との差は，拡大
傾向にある（経済企画庁 『物価レポート 1995』 62 
頁経済企画協会 1995）。
3) 山田 茂「『価格破壊』と停滞する消費」現代日本
経済研究会 『日本経済の現状 1995』学文社19950
4) 自家所有の住宅から居住世帯が得ているサービス
の価格を同条件の借家の家賃で金額表示したもの。
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5）経済企画庁 『物価レポート 1995』 （前掲）

80～84頁参照。

6) 貯蓄広報中央委員会「貯蓄と消費に関する世論調

査」によれば，家計簿記帳率は1978年の34.7%から

1995年の24.4%へ低下している。 「JI'ト蓄と消費に関

する世論調査」は，全国の 2人以上の世帯を対象に毎

年6月下旬～7月上旬に留置方式て’実施されている。

1995年の回収世帯数 ・回収率は， 4217世帯・ 70.3%。

7) 中川雅義「家計調査笑施上の諸問題について」

日本統計学会 『第62回 講演報告集』1994年。

8) 「全国消費実態調査」では1969年以降継続的に低

下しているのに対して， 「家計調査」では1974年

～1982年と1989年～1990年に上昇がみられる。

9) 人口比率では9割近くを占める。

10) 大企業勤務者・公務員世帯に多い「給与住宅」居住

世帯の場合，住宅が比較的広いのに家賃負担は少ない

（居住室は合計23畳で月額1.7万円 1994年）ので，

高額の家賃を負担している一般の「民営借家世帯」

（同21畳で月傾5.8万円，同年）とは支出構成がかな

り異なっている。

11) 山田 茂「家計調査結果の評価に関する一考察」

国士舘大学政経学会 『政経論叢』71 1990年参照。

12) 「勤労者世帯」は「全世帯干」の63%(1995年）を

占める。

13) 1995年には社会保険料は「非消費支出」の49.6%

にまでh増えた。

14) この比率には，記l阪者以外の世帯員が「こづかい」

から支出した金額（「消費支出」の約 l害Jj)が含まれ

ていない。外食費などサービスは「こつ’かい」のかな

りの部分を占めていると考えられる。

15) 1995年には1990年と比べて 「食料」全体は1.4%

減少しているが， 「調理食品」は14.4%増加した

（「全世帯」）。

16) 「消費性向」の低下は， 「全国」の2.8%に対して

「東海」（5.1%)・「東北」（4.9%）・「北陸」（3.9 

%）において，地域特性では「中京大都市圏」（4.2 

%） ・「人口100万人以上の大都市」（3.6%）におい

て特に大きい。これに対して「北海道」（0.2%)

「i中級」（0.4%) ・「中国」（0.5%) ・「町村」（1.3
%）では低下は小I隔であった。低下幅は「可処分所

得」の高低にほぼ対応している。

17) 所得弾力性が低い費目を，通常必需的支出とみな

す。

18) この調査は「家計調査」の前年とその年の調査世

帯を対象に年末現在実施されているので，その結果は

「家計調査」と同様の偏り をもっとみなければならな
し、。

19) 全世帯を貯蓄現在高順に並べた場合，全体を 2分

する金額。

20) 「｝貯蓄と消費に関する世論調査」（前掲）。

21) 全国の世帯貝 2人以上の約5000世帯を対象に 3カ

月周期で実施されている。消費意識，旅行・サービス

支出の予定，耐久消費財の購入実績 ・保有状況を調査

内容とし，家計簿の記帳は伴わない統計調査てーある。

22) 「増やす」という回答は，約5%減っている。

23) この分野の統計調査の結果発表が他分野よりも返

いことなどの制約があり，本稿の分析は不十分なもの

にとどまっている。


